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第１章 ● 委託事業の概要
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（１）委託事業名

　専門学校留学生の就職支援と情報提供ネットワークの構築

（２）委託事業実施期間

　平成25年７月８日から平成26年３月14日まで

（３）委託事業の目的

　海外から日本の専門学校留学を拡充するには、就職に強く効率的に機能している専門学校の制

度的特性や実態を、海外の学生・保護者に理解させる必要がある。また、留学生の日本企業への

就職支援を充実させるため、専門学校留学生の就職支援情報を全国に流通させる必要がある。そ

のために、日本への留学を志向する学生・保護者や海外展開を意図する企業人事担当者、企業に

留学生を送り出す専門学校留学生担当者等に対して、いつでも必要な情報を提供できる環境を構

築する。

　特に、日本への留学者数の大半を占める東南アジア諸国大使館等とのネットワークの構築や、

国内外における留学・就職等の情報提供など、相互連携に向けて関係を強化する。さらに、専門

学校留学生の就職支援情報の全国展開、企業人事担当者を対象とした研修・啓発活動などを東京、

大阪、仙台にて積極的に推進することで、中小企業と留学生のマッチングを行う機会を提供する。

（４）事業内容

１．東南アジア諸国在日大使館等への情報提供・ネットワーク構築の推進

２．WEBサイトによる情報発信

３．中小企業との留学生を対象とした短期インターンシップ等の実態把握と事例収集

４．研修会・セミナー等の情報提供・啓発活動

５．留学生採用企業就職説明会への協賛・共催

６．事業成果の普及
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第1章 ●委託事業の概要

（５）事業の実施体制

【実施委員会】

　専門学校関係者、企業関係者、学識者などの参画を得て、専門学校留学生の就職アシスト事業

全般の企画・統括と調整ならびに最終的な評価を行う。

【情報提供事業分科会】

　情報提供・ネットワーク構築事業の企画・推進、WEBサイト構築事業の企画・推進を行う。

【調査事業分科会】

　専門学校における留学生受け入れ実態及び企業における外国人留学生の採用実態に関する調

査事業の企画・推進を行う。

【研修・説明会事業分科会】

　研修会・就職説明会等の企画・推進を行う。

【大阪事業分科会】

　一般社団法人大阪府専修学校各種学校連合会及び一般財団法人大阪労働協会等の協力を得て、

専門学校留学生のためのグローバルインターンシップ事業及び合同企業説明会の企画・推進を

行う。
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第２章 ● 事業別成果報告
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（１）東南アジア諸国在日大使館等への
　　情報提供・ネットワーク構築の推進

　１．専門学校留学パンフレット（ガイドブック）の作成・配布

●パンフレットの目的

該当国の教育関係者を想定対象として、専門学校の制度的特性や実態を伝えることを目的とし

て作成。

●パンフレットの内容

「日本の専門学校へようこそ！文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課専修学校教育振興室

からのメッセージ〜日本で職業能力を身に付けたい方へ」、「高度な専門性・資格・技術が身に

つく日本の専門学校」、「専門学校の特長」、「多くの職業カテゴリーに対応した専門教育と幅広

い就職先」、「毎年、多くの留学生が日本で学んでいます〜専門学校への入学要件と専門士・高

度専門士」、「日本で学ぶ留学生〜様々な入学方法と広がる進路（各国ごとに該当する全国各地

区の専門学校の協力により、在校生、卒業生：大学編入・日本で就職・海外で就職等の顔写真

とコメントを掲載）」、「学費、奨学金、アルバイト」、「日本は留学生を歓迎しています」、「日本

への入国手続き」

●言語の種類

英語、中国語（簡体字・繁体字）、韓国語、タイ語、ベトナム語、インドネシア語、ネパール語、

ミャンマー語、モンゴル語、マレーシア語の11カ国語

●印刷ならびに配布先

12ページ、印刷は基本が２色、表紙の一部カラー化。配布先は各国駐日大使館等、国際協力機

構の該当する日本センター、該当する在海外日本大使館、英語版及び中国語（簡体字版）のみ専

門学校留学生受入希望校に見本として１部送付等。
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット：表紙

専門学校留学パンフレット：p.1−2
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専門学校留学パンフレット：p.3−4

専門学校留学パンフレット：p.5−6
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット：英語版　p.7−8

専門学校留学パンフレット：簡体版　p.7−8
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専門学校留学パンフレット：繁体版　p.7−8

専門学校留学パンフレット：韓国版　p.7−8
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット：タイ版　p.7−8

専門学校留学パンフレット：ベトナム版　p.7−8
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専門学校留学パンフレット：インドネシア版　p.7−8

専門学校留学パンフレット：ネパール版　p.7−8
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット：ミャンマー版　p.7−8

専門学校留学パンフレット：モンゴル版　p.7−8
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専門学校留学パンフレット：マレーシア版　p.7−8

専門学校留学パンフレット：p.9−10
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔英語版〕：表紙

専門学校留学パンフレット〔英語版〕：p.1−2
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専門学校留学パンフレット〔英語版〕：p.3−4

専門学校留学パンフレット〔英語版〕：p.5−6
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔英語版〕：p.7−8

専門学校留学パンフレット〔英語版〕：p.9−10
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専門学校留学パンフレット〔中国語・簡体字版〕：表紙

専門学校留学パンフレット〔中国語・簡体字版〕：p.1−2
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔中国語・簡体字版〕：p.3−4

専門学校留学パンフレット〔中国語・簡体字版〕：p.5−6
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専門学校留学パンフレット〔中国語・簡体字版〕：p.7−8

専門学校留学パンフレット〔中国語・簡体字版〕：p.9−10
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔中国語・繁体字版〕：表紙

専門学校留学パンフレット〔中国語・繁体字版〕：p.1−2
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専門学校留学パンフレット〔中国語・繁体字版〕：p.3−4

専門学校留学パンフレット〔中国語・繁体字版〕：p.5−6
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔中国語・繁体字版〕：p.7−8

専門学校留学パンフレット〔中国語・繁体字版〕：p.9−10
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専門学校留学パンフレット〔韓国語版〕：表紙

専門学校留学パンフレット〔韓国語版〕：p.1−2
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔韓国語版〕：p.3−4

専門学校留学パンフレット〔韓国語版〕：p.5−6
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専門学校留学パンフレット〔韓国語版〕：p.7−8

専門学校留学パンフレット〔韓国語版〕：p.9−10
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔タイ語版〕：表紙

専門学校留学パンフレット〔タイ語版〕：p.1−2
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専門学校留学パンフレット〔タイ語版〕：p.3−4

専門学校留学パンフレット〔タイ語版〕：p.5−6
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔タイ語版〕：p.7−8

専門学校留学パンフレット〔タイ語版〕：p.9−10
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専門学校留学パンフレット〔ベトナム語版〕：表紙

専門学校留学パンフレット〔ベトナム語版〕：p.1−2
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔ベトナム語版〕：p.3−4

専門学校留学パンフレット〔ベトナム語版〕：p.5−6
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専門学校留学パンフレット〔ベトナム語版〕：p.7−8

専門学校留学パンフレット〔ベトナム語版〕：p.9−10
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔インドネシア語版〕：表紙

専門学校留学パンフレット〔インドネシア語版〕：p.1−2
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専門学校留学パンフレット〔インドネシア語版〕：p.3−4

専門学校留学パンフレット〔インドネシア語版〕：p.5−6
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔インドネシア語版〕：p.7−8

専門学校留学パンフレット〔インドネシア語版〕：p.9−10
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専門学校留学パンフレット〔ネパール語版〕：表紙

専門学校留学パンフレット〔ネパール語版〕：p.1−2
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔ネパール語版〕：p.3−4

専門学校留学パンフレット〔ネパール語版〕：p.5−6
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専門学校留学パンフレット〔ネパール語版〕：p.7−8

専門学校留学パンフレット〔ネパール語版〕：p.9−10
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔ミャンマー語版〕：表紙

専門学校留学パンフレット〔ミャンマー語版〕：p.1−2
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専門学校留学パンフレット〔ミャンマー語版〕：p.3−4

専門学校留学パンフレット〔ミャンマー語版〕：p.5−6
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔ミャンマー語版〕：p.7−8

専門学校留学パンフレット〔ミャンマー語版〕：p.9−10
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専門学校留学パンフレット〔モンゴル語版〕：表紙

専門学校留学パンフレット〔モンゴル語版〕：p.1−2
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔モンゴル語版〕：p.3−4

専門学校留学パンフレット〔モンゴル語版〕：p.5−6
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専門学校留学パンフレット〔モンゴル語版〕：p.7−8

専門学校留学パンフレット〔モンゴル語版〕：p.9−10
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔マレーシア語版〕：表紙

専門学校留学パンフレット〔マレーシア語版〕：p.1−2
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専門学校留学パンフレット〔マレーシア語版〕：p.3−4

専門学校留学パンフレット〔マレーシア語版〕：p.5−6
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学パンフレット〔マレーシア語版〕：p.7−8

専門学校留学パンフレット〔マレーシア語版〕：p.9−10
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第2章 ●事業別成果報告

　２．専門学校留学チラシの作成・配布

●チラシの目的

日本への留学を志向する学生・保護者を想定対象として、専門学校の実際を分かりやすく伝え

ることを目的として作成。

●チラシの内容

「就職に結びつく、高い専門知識と技術を日本で学ぶ」、「専門学校で学ぶ留学生（各国ごとに該

当する全国各地区の専門学校の協力により、在校生、卒業生：大学編入・日本で就職・海外で

就職等の顔写真とコメントを掲載）」、「奨学金・アルバイト」、「卒業後の進路」、「学校選択から

入学手続、入学まで」、「日本での生活」

●言語の種類

英語、中国語（簡体字・繁体字）、韓国語、タイ語、ベトナム語の６か国

●印刷ならびに配布先

４ページ、印刷はカラー。配布先は、該当する海外現地日本留学フェア、英語版及び中国語（簡

体字版）のみ専門学校留学生受入希望校に見本として１部送付等。
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専門学校留学チラシ
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学チラシ〔英語版〕
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専門学校留学チラシ〔中国語・簡体字版〕
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第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学チラシ〔中国語・繁体字版〕
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専門学校留学チラシ〔韓国語版〕



55

第2章 ●事業別成果報告

専門学校留学チラシ〔タイ語版〕
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専門学校留学チラシ〔ベトナム語版〕
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第2章 ●事業別成果報告

　３．留学生受け入れ専門学校名簿の作成・配布

●名簿の作成

後掲の「専門学校における留学生受け入

れ実態に関する調査」アンケート用紙に

て、留学生受け入れ名簿への掲載を許可

する回答を得た専門学校のみ、県別・

五十音順で、各学校の学校名、住所、ホ

ームページアドレス、電話番号を載せて

作成した。

※�掲載されている専門学校（593校）は、

平成25年５月現在、本財団で把握し

ている「留学生を把握している」もし

くは「受け入れたいとしている」学校

のリストである。

●配布先

日本語教育機関、等。

32

学校名 所在地／ＵＲＬ 電話番号学校名 所在地／ＵＲＬ 電話番号

北日本ハイテクニカルクッキングカレッジ	 020-0045	 盛岡市盛岡駅西通２−５−１５	 019-621-2105
	 http://www.kitakita.ac.jp/htc

盛岡医療福祉専門学校	 020-0025	 盛岡市大沢川原３−５−１８	 019-624-8600
	 http://www.morii.ac.jp/

専門学校盛岡カレッジオブビジネス	 020-0025	 盛岡市大沢川原３−１−１８	 019-651-5001
	 http://www.moricolle.ac.jp/

盛岡情報ビジネス専門学校	 020-0021	 盛岡市中央通３−２−１７	 019-622-1500
	 http://www.mjls.jp
宮城県

専門学校花壇自動車大学校	 980-0815	 仙台市青葉区花壇８−１	 022-222-3838
	 http://www.kadan-atcs.or.jp

国際マルチビジネス専門学校	 980-0021	 仙台市青葉区中央４−８−３２	 022-222-2328
	 https://www.mbc.ac.jp

仙台医健専門学校	 984-0051	 仙台市若林区新寺２−１−１１	 022-292-2141
	 http://www.sendai-iken.ac.jp

仙台医療秘書福祉専門学校	 984-0051	 仙台市若林区新寺１−４−１６	 022-256-5271
	 http://www.sanko.ac.jp/sendai-med

仙台ウェディングアンドブライダル専門学校	 983-0852	 仙台市宮城野区榴岡３−８−３	 022-742-5682
	 http://www.sanko.ac.jp/sendai-bridal/

専門学校仙台カレッジオブデザイン	 983-0852	 仙台市宮城野区榴岡２−３−３６	 022-291-3577
	 http://www.scd.ac.jp

仙台国際美容専門学校	 980-0012	 仙台市青葉区錦町１−１−２	 022-222-2210
	 http://www.skb-vc.jp

仙台こども専門学校	 984-0051	 仙台市若林区新寺１−４−１６	 022-742-5660
	 http://www.sanko.ac.jp/sendai-child

仙台コミュニケーションアート専門学校	 984-0051	 仙台市若林区新寺２−１−１１	 022-292-2122
	 http://www.sendai-com.ac.jp/

仙台総合ビジネス公務員専門学校	 980-0014	 仙台市青葉区本町１−１５−１	 0120-329080
	 http://www.sugawara.ac.jp/business/

仙台スイーツアンドカフェ専門学校	 983-0852	 仙台市宮城野区榴岡３−８−５	 0120-975-312
	 http://www.sanko.ac.jp/sendai-sweets/

仙台総合ペット専門学校	 980-0014	 仙台市青葉区本町２−１１−２０	 022-221-1112
	 http://www.sugawara.ac.jp/pet

仙台ビューティーアート専門学校	 983-0852	 仙台市宮城野区榴岡３−８−２５	 022-292-3715
	 http://www.sanko.ac.jp/sendai-beauty/

仙台ヘアメイク専門学校	 980-0021	 仙台市青葉区中央３−４−８	 022-722-5780
	 http://www.shm.ac.jp

仙台ＹＭＣＡ国際ホテル専門学校	 980-0822	 仙台市青葉区立町９−７	 022-222-7645
	 http://www.sendai-ymca.ac.jp/hotel

専門学校デジタルアーツ仙台	 980-0004	 仙台市青葉区本町２−１１−１０	 022-221-1114
	 https://www.sugawara.ac.jp/digital

東京ＩＴ会計専門学校仙台校	 980-0021	 仙台市青葉区中央１−１−６	 022-713-8751
	 http://www.all-japan.ac.jp/

東北外語観光専門学校	 980-0022	 仙台市青葉区五橋二丁目１−１３	 022-267-3847
	 http://www.tohokugaigo.ac.jp/

東北歯科技工専門学校	 982-0841	 仙台市太白区向山４−２７−８	 022-266-0237
	 http://www.toushigi.ac.jp

東北電子専門学校	 980-0013	 仙台市青葉区花京院１−３−１	 022-224-6501
	 http://www.jc-21.ac.jp

東北保健医療専門学校	 980-0013	 仙台市青葉区花京院１−３−１	 022-745-0001
	 http://www.tmc.ac.jp

ドレメファッション芸術専門学校	 980-0824	 仙台市青葉区支倉町１−３３	 022-222-5221
	 http://www.hasekura.ac.jp

東日本航空専門学校	 989-2421	 岩沼市下野郷字菱沼８４	 0223-23-3344
	 http://www.ejair.ac.jp/

宮城調理製菓専門学校	 981-0917	 仙台市青葉区葉山町１−１０	 022-272-3131
	 http://www.miyacho.ac.jp

宮城文化服装専門学校	 984-0073	 仙台市若林区荒町２０９	 022-227-1345
	 http://www.miyagibunka.ac.jp
秋田県

秋田県立衛生看護学院	 013-0037	 横手市前郷二番町１０−２	 0182-23-5011
	 http://www.pref.akita.lg.jp/www/genre/0000000000000/1000000000994/
山形県

鶴岡市立荘内看護専門学校	 997-0035	 鶴岡市馬場町２−１	 0235-22-1919
	 http://www.shonai-hos.jp/n-school

北海道

池上学院グローバルアカデミー専門学校	 062-0906	 札幌市豊平区豊平六条６−５−１	 011-811-5515
	 http://www.iga.ac.jp

専門学校エステティックビューティー札幌	 064-0810	 札幌市中央区南十条西１−１３	 011-522-0321
	 http://www.esthe-b.com

大原簿記情報専門学校札幌校	 060-0806	 札幌市北区北六条西８−８−１	 011-707-0088
	 http://www.o-hara.ac.jp

北見情報ビジネス専門学校	 090-0817	 北見市常盤町３−１４−１８	 0157-61-5588
	 http://www.kurihara.ac.jp/

北見美容専門学校	 090-0066	 北見市花月町１７−１５	 0157-24-3604
	 http://k-bc.info

経専音楽放送芸術専門学校	 062-0933	 札幌市豊平区平岸三条２−５	 011-821-2155
	 http://www.keisen-housou.com
国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局	 042-0932	 函館市湯川町１−３５−２０	 0138-59-2751
函館視力障害センター	 http://www.rehab.go.jp/hakodate

札幌医療秘書福祉専門学校	 060-0042	 札幌市中央区大通西１８−１−８	 011-641-0865
	 http://www.sanko.ac.jp/

札幌こども専門学校	 060-0001	 札幌市中央区北一条西１９−１−１０	 011-616-2111
	 http://www.sanko.ac.jp/sapporo-child/

札幌歯科学院専門学校	 064-0807	 札幌市中央区南七条西１０−１０３４	 011-511-1885
	 http://www.sasshi.jp/sds/gakuin/

札幌スクールオブミュージック専門学校	 060-0001	 札幌市中央区北一条西８−２−７５	 011-280-2100
	 http://ssm.ac.jp

札幌ビューティーアート専門学校	 060-0061	 札幌市中央区南一条西９−１１−３	 011-232-3230
	 http://www.sanko.ac.jp/sapporo-beauty

札幌ブライダル専門学校	 060-0042	 札幌市中央区大通西９−１−１１	 011-232-3334
	 http://www.sanko.ac.jp/sapporo-bridal/

札幌ベルエポック製菓調理専門学校	 065-0026	 札幌市東区北二十六条東１４−１−４５	 011-712-8666
	 http://www.foods.belle.ac.jp

札幌ベルエポック美容専門学校	 060-0031	 札幌市中央区北一条東１−７−１	 011-219-6272
	 http://www.sapporo.belle.ac.jp

札幌放送芸術専門学校	 060-0001	 札幌市中央区北一条西８−２−７５	 011-280-5100
	 http://sba.ac.jp

砂川市立病院附属看護専門学校	 073-0164	 砂川市西四条北１−１−５	 0125-52-6171
	 http://www.med.sunagawa.hokkaido.jp/school/

日本工学院北海道専門学校	 059-8601	 登別市札内町１８４−３	 0143-88-0888
	 http://www.nkhs.ac.jp/

北海道エコ・動物自然専門学校	 061-1373	 恵庭市恵み野西５−１０−４	 0123-36-2311
	 http://eco.hht.ac.jp

北海道介護福祉学校	 069-1508	 夕張郡栗山町字湯地６０	 0123-72-6060
	 http://www.town.kuriyama.hokkaido.jp/kaigofukushi-s/

北海道歯科技術専門学校	 061-1121	 北広島市中央３−４−１	 011-372-2457
	 http://www.hokkaidodentaltec.ac.jp/

専門学校北海道自動車整備大学校	 007-0894	 札幌市東区中沼西四条２−１１７−３５７	 011-790-1205
	 http://www.yoshida-seibi.jp/

専門学校北海道体育大学校	 065-0011	 札幌市東区北十一条東６−１−３０	 011-753-7073
	 http://www.yoshida-syatai.jp/

北海道中央調理技術専門学校	 062-0023	 札幌市豊平区月寒西三条６−１−２０	 011-856-0022
	 http://www.yamaguchigakuen.ac.jp

北海道ハイテクノロジー専門学校	 061-1396	 恵庭市恵み野北２−１２−１	 0123-39-6666
	 http://www.hht.ac.jp/

北海道福祉教育専門学校	 051-0004	 室蘭市母恋北町１−５−１１	 0143-22-7722
	 http://www.hokuto-bunka.ac.jp/wevs/

吉田学園情報ビジネス専門学校	 065-0015	 札幌市東区北十五条東６−２３１−２	 011-711-6070
	 http://www.yoshida-jbusiness.jp/

吉田学園動物看護専門学校	 065-0016	 札幌市東区北十六条東５−４−７	 011-712-1633
	 http://www.yoshida-doubutsu.jp/
青森県

青森県ヘアアーチスト専門学校	 036-8096	 弘前市表町６−４	 0172-31-2200
	 http://hair-artist.com/

八戸看護専門学校	 039-1161	 八戸市大字河原木字北沼２２−４１	 0178-28-4002
	 http://www.8-kango.ac.jp/
岩手県

北日本医療福祉専門学校	 020-0045	 盛岡市盛岡駅西通２−５−１５	 019-621-2105
	 http://www.kitakita.ac.jp
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（２）WEBサイトによる情報発信

　情報発信内容

　専門学校制度の概要・特長、日本での生活、奨学金情報、卒業後の進路と就職、留学生受け入

れ専門学校名簿、各種日本留学関連情報、本委託事業で作成した各国言語版及び日本語版による

専門学校留学パンフレット・チラシのダウンロード、本委託事業調査結果など。これまでの文部

科学省「専修学校留学生総合支援プラン」で実施した各都道府県専各協会等の成果を本サイトに

集約し、体系的にまとめることにより、留学生が日本企業に就職するための学習機会を整備し、

今後の留学生支援体制を確立する。
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（３）中小企業との留学生を対象とした
　　短期インターンシップ等の実態把握と事例収集

　１．専門学校における留学生受け入れ実態に関する調査

●調査の趣旨

文部科学省の平成25年度「専修学校留学生就職アシスト事業」に、本財団として『専門学校留

学生の就職支援と情報提供ネットワークの構築』事業が採択された。本事業は、専門学校への

留学希望者に対する来日の動機付けと入学支援、日本の中小企業及び専門学校に対しては受入

態勢の整備に係る就職支援を行うなど、産業界等との連携の下、専門学校の留学生に係る入口

から出口までの体系的な取り組みを推進することとなっている。

本調査は、この事業の趣旨に基づき、各専門学校における留学生受け入れの実態及び意向を継

続的に把握し、今後の留学生に対する政策立案等の基礎資料とすると同時に、留学生の就職を

アシスト・支援する情報を収集して、全国の専門学校に広く情報提供を行うため調査研究を行

うこととした。

●調査の実施

全国の専門学校2, 805校を対象にアンケート郵送法による調査を行った。調査は平成25年5月

1日を基準日とし、調査期間は平成25年12月6日から12月20日までで、59. 7％に相当する

1, 675校より回答を得ることができた。

回答校のうち「留学生が在籍している」と回答したのは356校（昨年度482校）、｢在籍していな

い｣は1, 201校（同922校）であった。回答校中の在籍者の総数は11, 844人（同18, 450人）であり、

前年度比6, 606人激減（同35. 8％減）という厳しい結果となった。

回答校における平成25年度の留学生入学状況は、入学者総数が6, 087人（昨年度11, 743人）と

なり5, 656人減、48. 2％減である。およそ半減といってもよい激減ぶりである。

出身国別で見ると、特に中国からの留学生は3, 355人と昨年に比べ4, 225人減少（同55. 7％減）

した。上位10か国のうちベトナムだけが232人増えた以外は、韓国、台湾、ネパール等、他の

9か国はすべて減少している。受け入れ校数については、上位10か国すべての国が減少してい

る。

分野別人数を見ると、1 「商業実務（27. 7％）」、2 「文化・教養（日本語科以外＝専門学科）

（22. 9％）」、3 「文化・教養（日本語科）（22. 8％）」の順となる。割合の増減では、増えている

のは「文化・教養（日本語科以外＝専門学科）」、「衛生」、「教育・社回福祉」、「農業」、「医療」

で、他の分野の割合は減少している。

平成25年3月卒業の留学生の卒業後の進路は、回答のあった卒業生総数は4, 794人（同7, 951

人）で、「専門学校に進学（1, 027人）」が最も多く、次いで「日本で就職（998人）」「大学に進

学（986人）」「帰国（830人）」の順となる。

自由記述については、「留学生が在籍していない理由」、「留学生受け入れに関する意見、要望」、

「今年入学した留学生の傾向」、「日本国内で就職できた事例、卒業した学科と就職できた職種・
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ビザ」、「留学生の就職に向けてのサポート方法」、「留学生が専門分野以外の業種に就職を希望

する場合の対処と方策」、「インターンシップ参加の事例」、「今後の専門学校の国際交流で具体

的に取り組みたい課題・解決すべき課題」等の各項目で回答をいただいた。内容に関しては各

設問の分析で詳細を記すこととする。

22

　専門学校へのアンケート調査では、設問 5 から 9 にかけて、留学生が参加可能なインターン

シップ制度活用の現状と、意見・感触・要望等について問うています。

　1　実施している

　2　今は実施していないが、将来実施する予定である

　3　実施していない（予定もない）

　無回答を除いた445校の回答では、

という結果でした。実施している学校数はおよそ3分の1ということになります。

　Ａ　学内で開催する企業説明会への出展依頼

　Ｂ　企業への案内書の発送

　Ｃ　メディアの活用（新聞、雑誌、就職サイトなど）

　Ｄ　経済団体・雇用サービスセンター等の活用

　Ｅ　留学生卒業者同窓会の活用

　Ｆ　その他

設問 5 　現在、留学生が参加可能なインターンシップ制度を実施されていますか。

1　実施している

2　今は実施していないが、将来実施する予定である

3　実施していない（予定もない）

155校 （34. 8％）

32校 （7. 2％）

258校 （58. 0％）

設問 6 　留学生が参加可能なインターンシップで連携する企業を探すため、どのような施策

を講じていますか。※複数回答可

専門学校における留学生受け入れ実態に関する調査研究報告書
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23

図10　連携する企業を探すための施策

　「採用に関しては企業から当校の理解を得るためにもインターンシップ等の活動が必要かと思

う」という意見が多いなかで、学校側の施策としては、「企業への案内書の発送」が最も多く、

次いで「学内で開催する企業説明会への出展依頼」を多く採り入れていることが分かる。

　では、インターンシップ制度に取り組むことに、どのようなメリットがあると考えておられる

かを尋ねた。

　Ａ　企業との接点が増え、学校側の要望を伝えることができる

　Ｂ　社会に対して自校の存在をアピールすることができる

　Ｃ　学生の職業意識を向上させ、実践的人材として育成することができる

　Ｄ　就職後短期間で離職する事態を防ぐことができる

　Ｅ　企業との連携関係を確立し、情報交流を進める機会となる

　Ｆ　その他

Ｆ その他
 （27%）

Ａ 学内で開催する企業説明会
 への出展依頼（19.6%）

Ｂ 企業への案内書の
 発送（25.5%）

Ｃ メディアの活用
 （新聞、雑誌、就職サイトなど）
 （10.7%）

Ｄ 経済団体・雇用サービス
 センター等の活用
 （12.6%）

Ｅ 留学生卒業者
 同窓会の活用
 （4.7%）

設問 7 　インターンシップ制度は学校・学生側にとって、どのようなメリットがあるとお考

えでしょうか。※複数回答可

専門学校における留学生受け入れ実態に関する調査研究報告書
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図11　インターンシップのメリット

　無回答を除く570件の回答のなかで、「Ｃ学生の職業意識を向上させ、実践的人材として育成す

ることができる」と「Ｅ企業との連携関係を確立し、情報交流を進める機会となる」で過半数を占

めている。

　では、具体的にはどのようなインターンシップに取り組んでおられるか、その事例をお尋ねし

たところ、170件の回答をいただいた。

　○　企業数：2　期間：1ヶ月　形態：研修。企業側が求める技術レベル・日本語力もクリア

した留学生がインターンに参加。実践技術向上をベースに学校より依頼。内1つのケース

は内定にもつながる。事業内容として海外取引のある企業が受け入れを認めてくれる傾向

にある

　○　12社に2週間ほど15名を受け入れていただいた。企業での業務体験を通して、日本ビジ

ネスマナーを学び、自己の就業意識の向上に役立っている

　○　本校では夏休み期間の1〜 2週間でインターンシップを実施・運営している。例年30名

余りの学生が参加、うち1割程度の留学生が希望する業種・職種の企業にお世話になって

いる。日本人・留学生の区別なくオープンに受け付けている。また、受け入れ企業も日本

人・留学生の区別なく接していただき評判も良く、なかにはそのまま就職へ結びつくケー

スもある。当然ながら参加する学生というのは皆意識も高く日本語力も相当あると思われ

る

Ａ 企業との接点が増え、学校側の
 要望を伝えることができる
 （15.4%）

Ｂ 社会に対して自校の
 存在をアピールする
 ことができる
 （10%）

Ｃ 学生の職業意識を向上させ、
 実践的人材として育成する
 ことができる（34.6%）

Ｄ 就職後短期間で
 離職する事態を
 防ぐことができる
 （14.7%）

Ｅ 企業との連携関係を
 確立し、情報交流を
 進める機会となる
 （20.2%）

Ｆ　その他（5.1%）

設問 8 　留学生が参加したインターンシップにつき、企業数、期間、受け入れ規模、就業形態

（アルバイト、研修）をふまえて、事例をお教えください。

専門学校における留学生受け入れ実態に関する調査研究報告書
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　○　業界によって期間が異なる。クリエイター職の中に奨学金を出して頂きながらのインター

ンシップから企業採用へ繋がる機会をくださる企業もあった

　○　内定企業へのインターンシップが15〜 16社、5〜 6ヶ月間がいちばん多く、1名程度。

研修ではあるが、週28時間までの報酬はなるべくお願いしている

　○　ライブ研修という名前でコンサートにスタッフとして参加する。毎週のように行われ、１

日から１週間（フェス）程度で、人数は10人から数十人。留学生と日本人の区別はない。

現場ではプロと一緒に様々な経験ができる

　○　日本語能力が日本人並みで、日本文化や価値観、日本人とのコミュニケーションに支障が

ない学生は実施しており、内定を頂いたケースがある

　○　当校では在籍中（2年間の間）に、留学生も日本人同様に1回のホテル研修（8週間）×3回

＝24週間が必須となっています。従って、日本語能力だけではなく、接客やコミュニケー

ション能力も必要となります

　○　企業数は約10社で、期間は1〜 2週間ほど、研修を行う。インターンシップ先には、学生

が実務にたずさわることができるようお願いし、実践をしていただいている

　○　授業の一環として校外実習（インターンシップ）を実施。時間数は調理高度技術学科2年

制で120時間、調理師1年制で60時間の規定

　○　本校では、インターンシップ（無給の職業体験）ではなく、有給で旅行会社やホテル等に於

いて採用を前提とした長期アルバイトを斡旋している。この間に、人物や能力を見極めて

いただき、別途正式に採用面接を実施し、採用内定に導いている。

　○　1年生の春休みを利用して、10社ほどの企業へ研修に行っています。報酬は交通費や食費

等も含めて原則支給していません。夏休みも3社ほど数名受け入れてインターンシップに

出しています。

　○　ホテル科の場合、今年は15社前後のホテルからインターンシップを受け入れていただい

た。期間は1ヶ月半。職種については、各外国人留学生の日本語力により、表に出る職種

と、裏方の業種に分けられる。

　○　昨年度実績→受入れ企業数：23社、受入れ期間：最短1週間〜最長1ヶ月、受入れ規模：

1社につき最少1名から最多3名、就業形態はインターンシップ（無給の就労体験研修）、

事例→株式会社オンワード樫山、平成25年3月11日〜同年同月22日まで、研修学生全

10名中留学生2名（中国、ロシア）、レディスブランドに配属されデザイナーアシスタン

トとして研修。

　○　企業数：2　期間：1ヶ月　形態：研修。企業側が求める技術レベル・日本語力もクリア

した留学生がインターンに参加。実践技術向上をベースに学校より依頼。内1つのケース

は内定にもつながる。事業内容として海外取引のある企業が受け入れを認めてくれる傾向

にある

　○　留学生のインターンシップに関しては、外国人向け就職サイトや就職斡旋サービスを利用

している。具体的には、新卒者（留学生）就職応援プロジェクト（全国中小企業団体中央会

主催　株式会社学情が運営）を利用してインターンシップを行った。

専門学校における留学生受け入れ実態に関する調査研究報告書
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　インターンシップで連携する企業に対して、学校側はどのように感じておられるのか率直な感

想をお尋ねしたところ、154件の回答をいただいた。

　○　留学生も受け入れがあるような企業は、求めるものも大きい。人間性・コミュニケーショ

ン能力に加えて語学力は日本人以上に求めてくるので、学生には頑張って欲しい

　○　日本語理解力が低くても受入れ可の企業を選択。迷惑をかけるかもしれない事を前提でお

願いしている。必須な履修科目なため、受入れ許可をいただける企業の存在は大変ありが

たい

　○　アニメスタジオにおいては、アジア圏企業との取引が盛んで留学生雇用が常態化してお

り、日本人学生同様のインターン受け入れを行っていただける

　○　求人募集につながっており、インターンシップに参加した学生は書類選考を免除されるケ

ースもあります。経験した学生は就職に対する意識が高まり、就職活動に好影響がありま

すが、受け入れ数が少ない

　○　企業規模の大小を問わず受け入れ間口は広がっている。受け入れ先によっては、出身国・

地域を指定してくるケースもあり、グローバル化適応の一策として留学生を受入れている

ようである。ただし、留学生のインターンシップが採用に結びついた事例は希少であり、

機会が活かされていない現状を残念に感じる

　○　語学力が多少低い生徒でも、企業側に直接その職業に対する熱意と真剣さ、能力を直接見

せることができ、就職まで繋がっていく

　○　インターンシップを経験することにより、日本での文化や慣習を理解でき、今後就労に臨

む姿勢を育成することができたと考えています

　○　海外のお客様の受け入れや、海外への販売実績のある企業を中心に働きかけている。最

近、企業の対応力が変わり、積極的になっている

　○　採用の見込みのあるインターンシップで、卒業年次の1月末迄に結論を出せるようなプロ

グラムなら安心して参加させたい

　○　日本人同様に全てのホテルに受け入れていただきたいのですが、やはり受け入れは日本人

のみというところもあります

　○　インターンシップを行い、企業も留学生をもっと理解し、留学生も企業や職種について理

解を含めることができると思います。離職率が高い若者に対して、インターンシップは行

うべきだと思います

　○　外国人を採用したい企業が多いです。最近は『インドネシアから顧客を引っ張ることがで

きる（あるいは素養がある）者』など、以前より採用側がインターンシップ前に峻別する傾

向がみられ、インターンシップに行った学生の就職率は高いように思われます

　○　事前に企業との綿密な打ち合わせが重要であり、特に宿泊を伴う場合や、生活習慣に関し

ては配慮が必要である

設問 9 　外国人留学生のインターンシップを受け入れてくれる企業等に対する、学校側の意

見または感触をお教えください。

専門学校における留学生受け入れ実態に関する調査研究報告書
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　２．企業における外国人留学生向けインターンシップ等の採用実態に関する調査

●調査の概要

日本国内での経済成長や景気の先行きが読みにくいなか、世界進出を計画する企業が増えてい

る。なかでも経済発展が見込める中国をはじめとするアジアへ熱い視線が向けられている。日

本貿易振興機構（ジェトロ）の調査によると、日本企業の2社に1社は成長市場を求めて海外に

拠点をもつようになったという。

日本企業はもともと働き手（安い人件費）を求めてアジアに進出してきたが、これからは市場

としての重要性と、魅力あふれるアジアの経済成長をいかに日本に取り込むかが各企業のビジ

ネス戦略の大きな柱になってくる。文化や価値観の違う海外でいかに優秀な現地人材を集め、

育てるかに進出企業は知恵を絞っている

一方、日本に来て学び、身に付けた専門的知識や技術を就職に活かしたくても就職できない外

国人留学生たちもいる。成長市場を求めて海外に拠点を設ける企業にとって、この外国人留学

生たちは貴重な役割を担える人材であるといえるだろう。

現在、企業における外国人留学生たちの採用・活用状況はどうなっているのか、その実態を把

握するための調査研究を行い、全国の専門学校等の外国人留学生の国内就職をさらに促進させ

ることを目的とした。

●調査の実施

全国の企業3, 033社を対象にアンケート郵送法による調査を行った。調査は平成25年5月1日

を基準日とし、調査期間は平成25年12月6日から12月20日までで、346社から回答を得るこ

とができた。無回答を除く189社全体では、外国人従業員が87社（46. 0％）に在籍し、総人数は

18, 075人であった。（※そのうち、N社では世界29か国140か所に生産・販売拠点を持ち、従

業員28, 487人のうち外国人は17, 267人という数値が特別に高い1社含む）

外国人従業員が在籍する企業の事業内容は、「製造業」（17, 390人）、「卸売業、小売業」（298人）、

「宿泊業、飲食サービス業」（137人）、「サービス業」（68人）の順であった。

海外に生産拠点をもつ企業や、グローバル化を図りたいと望む企業がどこに目を向けているか

の調査では、GDP 1位・2位のアメリカ・中国との取引を多く望んでいることが分かる。タイ・

インドネシア・韓国・ベトナム・シンガポール・台湾など、アメリカを除く上位国はすべてア

ジア圏であり、アジアとの産業界の結び付きがますます深まることが予想できる。

外国人留学生の採用実態としては、過去3年間合計で製造業（21社）、卸売業、小売業（13社）、

サービス業（7社）で、毎年90人前後を採用してきている。今年の状況としては、「採用する・

条件が整えば採用する」と答えた企業は、22. 6％で、職種としては「海外営業」（26. 1％）、「研究・

開発・設計」（11. 3％）「企画・マーケティング」（10. 6％）「国内営業」（10. 5％）「IT・ソフトウ

ェア」（8. 5％）となっている。

そのほか「インターンシップ制度の実施状況」、「採用する外国人留学生に求める能力」などを

お尋ねしている。内容に関しては各設問の分析で詳細を記すこととする。
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3 　インターンシップ制度の実施状況

　設問【10】〜【12】では、インターンシップ制度の実施状況をお聞きし、77社から寄せられた

無回答以外のものを集計すると、

　　「1　現在実施している」（17校）

　　「2　今は実施していないが、将来実施する予定である」（20校）

　　「3　実施していない」（40校）

このような結果であった。

　「留学生総合支援プラン」で強調されている「企業インターンシップの促進」がどのように反映

されているか注目していたが、「外国人留学生も参加可能なインターンシップ制度を実施してい

ない、予定もない」という企業が半数以上もあり、残念な結果であった。今後、外国人留学生の就

職・生活支援の取り組みを総合的に進めるためにも、「企業インターンシップの促進」に目を向

けていただけたらと思う。

図11　外国人留学生も参加できるインターンシップ制度を実施しているか

設問【10】　御社では外国人留学生も参加可能なインターンシップ制度を実施されていますか。

1　現在実施している

2　今は実施していないが、将来実施する予定である

3　実施していない（予定もない）

1 現在実施している
 17社　22.1％

2 今は実施していないが、
 将来実施する予定である
 20社　26%

3 実施していない
 40社　51.9％

企業における外国人留学生の採用実態に関する調査
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図12　インターンシップ制度で外国人留学生を受け入れる部署

　　1　「Ｂ　製造」（16社・25. 4％）

　　2　「Ｃ　国内での営業」（10社・15. 9％）

　　3　「Ｄ　海外での営業」（9社・14. 3％）

の順であった。CとDを合わせ約4割となる営業業分野で期待されていることが分かる。

設問【11】　インターンシップ制度で、外国人留学生を受け入れる部署はどこですか。

※複数回答可（2つまで）

Ａ　研究開発

Ｂ　製造

Ｃ　営業（国内）

Ｄ　営業（海外）

Ｅ　総務・広報

Ｆ　商品企画・市場調査

Ｇ　その他

G その他
 18社　28.5％

A 研究開発
 6社　9.5％

B 製造
 9社　14.3％

C 営業（国内）
 16社　25.4％

D 営業（海外）
 10社　15.9％

E 総務・広報
 1社　1.6％

F 商品企画・市場調査
 3社　4.8％

企業における外国人留学生の採用実態に関する調査
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図13　企業による連携する学校を探す施策

　無回答を除く78社の回答では、

　　1　「Ａ　学校が開催する企業説明会への出展」（20社・25. 6％）

　　2　「Ｆ　メディアの活用（新聞、雑誌、就職サイトなど）」（13社・16. 7％）

　　3　「Ｅ　日本で開催する合同企業説明会への出展」（10社・12. 8％）

の順であった。

　企業説明会を多く活用していることが分かる。

0 5 10 15 20 25

Ａ 学校が開催する企業説明会への出展

Ｂ 学校への案内書の発送

Ｃ 教授等からの推薦

Ｄ 学校への寄附講座・講師の派遣

E 日本で開催する合同企業説明会への出展

Ｆ メディアの活用（新聞、雑誌、就職サイトなど）

Ｇ 雇用サービスセンター等の活用

Ｈ 自社ホームページでの告知

Ｉ 社内人脈の活用

Ｊ 同窓会の活用

Ｋ 外国人留学生を対象とした奨学金制度

Ｌ その他

設問【12】　外国人留学生を対象としたインターンシップで連携する学校を探すため、どのよ

うな施策を講じていますか。※複数回答可（3つまで）

Ａ　学校が開催する企業説明会への出展

Ｂ　学校への案内書の発送

Ｃ　教授等からの推薦

Ｄ　学校への寄附講座・講師の派遣

Ｅ　日本で開催する合同企業説明会への出展

Ｆ　メディアの活用（新聞、雑誌、就職サイトなど）

Ｇ　雇用サービスセンター等の活用

Ｈ　自社ホームページでの告知

Ｉ　社内人脈の活用

Ｊ　同窓会の活用

Ｋ　外国人留学生を対象とした奨学金制度

Ｌ　その他

企業における外国人留学生の採用実態に関する調査
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　３．グローバルインターンシップ事業（大阪事業分科会）

専修学校留学生就職アシスト事業　事業報告書（インターンシップ）
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（４）研修会・セミナー等の情報提供・啓発活動

　１．専門学校留学生就職指導担当者研修会

●研修会の目的

専門学校留学生の就職指導を担当する学校関係者と専門学校留学生を採用する企業関係者を

対象とし、専門学校に関しては留学生の日本での就労の促進、企業採用担当者に関しては留学

生の採用について積極的に取り組む機会を提供することを目的に開催。

●研修内容

「専門学校における留学生の就職事例及び留学生採用企業における事例」、「外国人雇用の際の

在留資格手続きについて」、「専門学校・企業における留学生就職促進に係るこれからの連携に

ついて」

●参加者

専門学校関係者115名、企業関係者10名、合計125名
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専門学校留学生就職担当者研修会　タイムテーブル
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　２．外国人留学生採用促進セミナー

●セミナーの目的

外国人留学生の日本就労を支援するため、雇用に当たっての法令解説や、すでに採用し、人材

として活用されている企業の雇用事例を通じて外国人留学生の人材としての価値をご理解い

ただき、採用について積極的に取り組む機会とすることを目的に開催。

●研修内容

「高等教育機関（大学・専門学校等）における留学生の現状」、「外国人留学生の採用及び雇用事

情報告」、「日本企業における外国人留学生の採用状況について」、「外国人留学生の在留資格変

更に伴う手続き方法など」

●参加者

第1回　7月8日　企業担当者49名

参加企業名　41社

No	 　　　　　　　　　企　業　名	 　　　　　　　業　種

1	 アクリーティブ㈱	 金融

2	 ㈱ウェザーニュース	 情報通信

3	 ㈱エイト日本技術開発	 建設コンサルタント

4	 エムズ・ホールディング・インターナショナル㈱	 コンサルティング

5	 沖ウィンテック㈱	 建設

6	 柿沼金属精機㈱	 製造

7	 KISCO ㈱	 商社

8	 ギャップジャパン㈱	 衣料製造販売

9	 共同印刷㈱	 総合印刷

10	 ㈱共立メンテナンス	 サービス

11	 ㈱クリエーティブソリューションズ	 IT 人材派遣

12	 KDDI ㈱	 情報通信

13	 （社）国際人材育成労務管理協会	 外国人受入団体機関支援

14	 コニカミノルタ㈱	 製造

15	 ㈱コメ兵	 小売

16	 BR サーティワンアイスクリーム㈱	 製造

17	 ㈱昭栄広報	 広告代理店

18	 正田醤油㈱	 食品製造

19	 ㈱セプテーニ・ホールディング	 IT・広告

20	 ㈱ゼロステーション	 放送

21	 ソマール㈱	 メーカー

22	 ソントンホールディングス㈱	 食品製造

23	 築地魚市場㈱	 卸売

24	 帝国インキ製造㈱	 製造
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第2回　11月19日　企業担当者21名

参加企業名　19社

25	 ㈱テクノ菱和	 建設

26	 東ソー㈱	 化学工業

27	 東都興業㈱	 製造

28	 ㈱トクヤマ	 化学

29	 ㈱トモエ自工	 建設機械修理・販売

30	 日信工業㈱	 製造

31	 日本精工㈱	 製造

32	 ㈱日本セラテック	 セラミックス製造

33	 日本電業工作㈱	 電波利用技術開拓ﾒｰｶｰ

34	 日本パーカライジング㈱	 製造（化学）

35	 平賀機械工業㈱	 機械器具製造

36	 ㈱フジキン	 精密機器

37	 本田技研工業㈱	 製造

38	 ㈱マイスターエンジニア	 エンジニアリングサービス

39	 ㈱みずほファイナンシャルグループ	 銀行

40	 ㈱武蔵野銀行	 銀行

41	 油脂製品㈱	 製造

No	 　　　　　　　　　企　業　名	 　　　　　　　業　種

1	 ㈱アグレックス	 情報サービス

2	 ㈱アスク	 出版

3	 伊田テクノス㈱	 建設

4	 ㈱オズマプロデュース	 情報通信設備等の設計・施工

5	 ㈱亀和商店	 水産仲卸

6	 川崎地質㈱	 技術サービス業

7	 KISCO ㈱	 商社

8	 キャノン電子㈱	 製造

9	 ㈱コナミデジタルエンタテイメント	 デジタルエンタテインメント・ゲーム

10	 ㈱コンピュータネットワーク	 ソフトウェア開発

11	 ㈱サトー	 建設機械ﾘｰｽ ･ 販売

12	 正田醤油㈱	 食品製造

13	 ソフトバンク・テクノロジー㈱	 IT 通信

14	 ティアック㈱	 電子機器製造

15	 日本金属㈱	 鉄鋼

16	 ㈱富士通マーケティング	 情報・通信サービス

17	 ㈱ボーダーリンク	 人材派遣

18	 レカム㈱	 情報通信

19	 和光堂㈱	 食品製造販売
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（５）留学生採用企業就職説明会実施・後援

　１．合同企業説明会（OSAKAジョブフェア）

専修学校留学生就職アシスト事業　事業報告書（合同企業説明会）
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　２．留学生企業説明会（仙台会場）への後援

　平成26年1月22日に仙台市・ハーネル仙台を会場として、一般社団法人宮城県専修学校各種

学校連合会の主催により開催（留学生約100人出席、参加企業8社）。

　本財団は後援として、宮城県の周辺地域である青森県、秋田県、岩手県、山形県、福島県、茨城

県、栃木県に所在する大学・専門学校・日本語教育機関等約120校に留学生企業説明会（仙台会場）

開催告知ポスター・チラシを作成して送付した。
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（６）事業成果の普及

　１．成果報告会の開催

専修学校留学生就職アシスト事業成果報告会　タイムテーブル
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●参加者

専門学校関係者28名

●パネルディスカッション

「専門学校留学生の就職促進と就職アシスト事業について

〜本年度の事業を顧みて、また来年度以降の課題について〜」から

○　平野：情報提供事業分科会として、専門学校パンフレットを作成するに当たり、①日本の専

門学校の教育の質を対外的にアピールしたい、②留学生に対して日本社会の特質である価値

観・環境・文化などの情報を伝えたい、③留学生にとって重要である奨学金・アルバイトな

ど生活支援情報などについて伝えたい、④出口の問題として、留学した後、就職へのキャリ

アパスとして、専門学校は何ができて、何を目指していくのかを伝えたい、と考えた。留学

生は国を選んで留学しており、国際競争の中で日本の教育をアピールしていく必要がある。

専門学校は学生募集があり、その後に教育があって出口としての就職がある。その循環の中

で専門学校は活動しており、最初の入り口である学生募集がうまくいかなければ学校は成り

立たない。そのための方策として、日本の専門学校の国際的な認知度を如何に高めてゆくの

か、ということが重要になる。特に、専門学校の場合は多様性があり、専門性が高く、出口で

ある就職も安定している。また、日本の社会としては、住み心地が良く、フレンドリーな国

民性で、治安も安定している。このような要素を盛り込もうと議論してパンフレット作りが

始まった。

初めて専門学校に関する多言語の冊子ができたということは、画期的なことであり、また各

言語ごとに専門学校留学生の在学生・卒業生のコメントも掲載されており、各国の高校生等

にとっては、未来の自分が想像できる重要な要素になると思う。将来的にはこの冊子を、各

国の日本語教育機関に浸透できたら良いと考えている。

今後の課題としては、まず、産学官の連携が絶対に必要な条件である。専門学校にとって主

管は文部科学省であるが、分野によっては関係省庁とも連携して日本における留学生の就労

の問題解決に関与してもらう必要がある。さらに、少し先の話になるが、アメリカの例では、

留学生は卒業後にプラクティカルビザが与えられ、一定の期間働くことができるシステムと

なっている。日本でもその制度が認められると、留学生にとっては大きなメリットが生まれ

ることになる。また、今回の専門学校パンフレットの表紙に、文部科学省の指示により専門

学校を「PROFESSIONAL TRAINING COLLEGE」と表示している。この英文表示はこのま

ま固定されるのではなく、例えばイギリスでは専門学校を「PROFESSINAL TRAINING 

AND HIGHER EDUCATION」と表示している。また、オーストラリアでは「COLLEGE 

FOR PROFESSIONAL TRAINING AND HIGHER EDUCATION」という表示となってい

る。若し可能であるならば、次回パンフレットの内容を改定するとき、文部科学省において

専門学校の英文表示について「HIGHER EDUCATION」を考慮してくれると、留学生にとっ

てより一層魅力的な学校となるので検討いただけるようお願いしたい。
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○　武田：調査事業分科会として、専門学校と企業に対して留学生の就職・採用・インターンシ

ップを共通項として調査を実施したが、改めて双方に温度差があることが理解できた。次年

度以降、この差を埋めることが課題となってくる。企業においては、留学生の特性を活かそ

うというよりも、日本人学生と比較して優秀な人材を確保したいという意識が強い。大学で

あればそれでも構わないかもしれないが、専門学校の場合は専門性を売り物にしているの

で、専門性を持った留学生を売り込む手段を講じないといけないが、留学生を就職にむすび

つける努力が専門学校はまだまだ不足していると思う。

もう一つの重要な点は、本年度の専門学校留学生数が大きく減少した点である。なぜ、この

ように減少したのか原因を調べないといけないが、ひとつには、日本語教育機関の学生数が

減少しており、その影響が出たと思う。日本語教育機関の今年の学生数は東日本大震災以前

の数に復調しており、来年の専門学校留学生数は今年よりも上向くのではないかと考えてい

る。また、受入れ国にしては、ベトナムだけが増えていて、他はいずれも減少している。これ

は今後の専門学校留学生受け入れに大きな問題となることで、いずれにしても、来年度の調

査の内容もしっかりと見守る必要がある。

研修・説明会事業分科会として、企業にも研修会参加を呼び掛けてもまだ参加企業は少ない

し、研修会講師を依頼しても進んで受けてくれる企業は少なく、まだ専門学校の努力が足り

ないと感じている。

今後の課題として、これからの日本社会において人材不足は明白になるので、留学生の採用

に際しては、大学に負けず、専門学校留学生の特性を、企業により理解してもらえるような

施策を進めたいと考えている。また、本財団は全国団体であるが、文科省の委託事業である

「専修学校留学生就職アシスト事業」として、大阪、宮城、福岡の協会でも事業が行われてい

る。実施委員会委員として加わってもらっているが、情報の集約が不十分であり、来年度以

降の課題であると認識している。

○　長谷川：大阪事業分科会として、インターンシップ事業と合同企業説明会を実施した。内容

は成果報告書に掲載している。今後の課題として、今回全国団体として専門学校についての

パンフレットとチラシを作った意義は大きいと考えている。大阪府の協会としても学校とし

ても、海外で活動する場合、在外大使館等が専門学校に対する理解がないことに歯がゆさを

感じていた。この資料ができて、日本の専門学校にはこれだけの留学生がいて、就職できて

いるということに対して、理解が進むのではないかと感じている。今後の課題としては、こ

の資料を有効な箇所に配布して、これを定着させるフォロー活動と、資料を渡すだけでなく、

本当に専門学校を理解してもらう具体的な施策が必要になる。

○　武田：現在、国費留学生の選考委員を務めているが、国費留学生は在外公館が選考しており、

そのなかで専門学校の特性を理解していない選考結果が多く見られる。このようなツールを

使って、在外公館や、特に近年増加しているアセアン地域からの国費留学生に対し、専門学

校に対する認知度と理解度を高めてゆく必要があると認識している。
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○　平野：全国団体として、日本の専門学校を海外に売り込んでいく意義は大きいと思う。その

位置付けと意義を確認して、一歩一歩階段を上っていく必要がある。多言語にこだわったの

は、現地の言葉でないと伝わらないことが多くあるからである。これから進捗状況が大きく

高まることが期待できるのではないかと考える。日本全体の募集活動となるので、総力を挙

げて専門学校全体の質を大いに高めるとともに、専門学校の国際通用性を高める位置付けを

目指す活動を行いたい。

また、国費留学生については、ほとんどが大学生、しかも国公立大学が多いのかなという印

象がある。ただ、最近の留学生の入学経路は傾向が変わってきており、現地の大学等を卒業

したうえで日本の専門技術を学びたいという学生が増えている。そのような学生も国費留学

生の対象に加えてほしい。オーストラリアの例を見てみると、大学を卒業してそのまま就職

するのではなく、現地の専門学校で学んで専門性を高めて就職している例が多いと聞いてい

る。特にアジア諸国から優秀な留学生を集めるために、高校を出ても、大学・大学院を出て

いても、日本には専門性の高い多様な専門学校という進路があるということが高く評価され

るよう、活動を進めたい。

○　長谷川：大阪府専各連合会としてベトナムの日本語学校と連携している。その日本語学校は、

これまで国公立大学留学を目指す教育のみを行ってきたが、日本はこれまで幅広い中堅技術

者・中堅管理者を養成してきたから経済成長を実現したのだろうと考え、ベトナムも今後同

じ方向を目指すのだということで、専門学校に話を持ってきた。特に、アジア諸国ではこれ

から、専門学校が活躍しなくてはならないと考えている。現在、大阪ではその日本語学校と

連携して人材育成システムを開発しようとしている。まず、現地の日本語学校で1年ぐらい

日本語教育を行い、その後日本の日本語学校で1年ぐらい日本語能力をブラッシュアップし

て、専門学校に入学する。そこで2年間の専門教育をした後、日系企業に就職する。そこで何

年間か働いた後、ベトナムの日系企業に戻って働き、最終的にその関連企業として独立させ

るという、人材育成システムである。現在、大阪の協会として、この提案を応援しようと協

議している。これは大阪だけではなく、全国各地の専門学校にも適用できるのではないかと

思い事例報告を述べた。

○　武田：今の話にもあるとおり、これまでの中国、韓国、台湾からの留学生に代わり、東南ア

ジアからの留学生が大きく増えている。その必要とされる教育レベルは、あまり大学レベル

とはマッチングしていない。東南アジアの経済レベルはまだ発展途上であり、求められる即

戦力となる中堅技術者のレベルは日本でいうと専門学校レベルではないかという印象であ

る。これから留学生の就職アシストを推進していく上では、これまでのようにはいかない点

が出てくる。中国、韓国の方は日本語が上手であるから、日本語能力の向上を含めて専門学

校の留学生に対する教育をもう一度見直す時期となっている。次年度の検討課題であると考

えている。
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○　平野：受入れ国が変わると、これまで教えていた教授法が根幹から変わるということになる。

新しい国から来た留学生には、どのような教授法が相応しいのか。それは日本語学校だけで

はなく、専門学校も同じことを検討する必要がある。機会があり、先日香港に行ってきた。

香港には中国人の学生が多く来ているが、英語で授業を行い、同時に副担任が中国語に訳し

ていた。ダブルランゲージで授業をしており、日本においてもそういう時代かもしれないと

いう一面を見てきた。

○　武田：最後に、専門学校留学生の就職アシスト事業として様々な活動を行ってきたが、大き

な問題としてビザの問題がある。専門学校にとっては大変に大きな問題で、分野によっては

留学生は日本での就労が認められていない分野もある。これの突破口として、2月14日に農

林水産省から、調理師養成の専門学校の留学生が卒業後の2年間に限り、和食店で「特定活

動」として就労できる制度が創設された。日本の若年人口が減少していく中、専門学校留学

生の日本での就労を推進していくことが、今後の課題となる。その中で和食の調理師留学生

には特定活動ビザが新たに認められた。専門学校において全ての分野で、留学生の就労が認

められるということは大きな課題であると考えている。この課題が解決すると、現実的に専

門学校に入学する留学生も増えてくるという好循環の結果となる。

もう一つは、これまでは留学生を日本に受入れようという話であったが、これは日本人学生

を海外へ送り出そうという話である。「新たな海外留学支援制度の募集について」というこ

とで、文部科学省では、企業等と連携して、新たな海外留学支援制度を創設し、海外留学を

目指す大学生、専門学校生等を募集するものである。学生本人が留学計画をプログラムして

書類を作成して申請するので、学生にとってはかなり難しい制度であるが、その代わり奨学

金・渡航費・学費などに対する手厚い支援制度となっている。本日はご清聴ありがとうござ

いました。

（文責・事務局）
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